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Our hospital, in cooperation with a company for temporary staffing, has developed a unique employment 
support system for persons who have higher brain dysfunction due to stroke or other illnesses. After using the 
employment support system, we had the opportunity to be in charge of such persons who received 
employment at our hospital. To aim for long-term employment through support before and after a person has 
been hired, we believe that important actions are to provide information based on detailed evaluations (the 
Makuhari Work Sample), to match appropriate and suitable occupations to each target person, to create a 
small support system for various problems that occur in this field of work, and to establish a support system 
for instructors who support and mentor workers. （Tokyo Jikeikai Medical Journal 2021;136:9-14）　
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高次脳機能障害を呈する新規就労者への支援の取り組み

－ワークサンプル幕張版を用いた職能評価と環境調整を行った症例－
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Ⅰ．緒　　　　　言

厚生労働省によると，民間企業で働く障害者は

56万人を超え，毎年過去最多を更新している 1）．

企業による障害者雇用は法定義務となり，2018年

の「障害者の雇用の促進等に関する法律」の改正

では，高次脳機能障害が含まれる精神障害者が法

定雇用率の算定基礎の対象に加わるなど，法律の

側面からも就労を後押ししている状況である2）．

一方で，高次脳機能障害は「目に見えない障害」

という特性があり，障害の特徴や残存能力の活用

法がわかりにくい．そのため障害を過小評価した

管理者と実際に支援する現場との間で温度差が生

じるなど問題点も指摘されている3）．就労一年後の

職場定着率では，高次脳機能障害を含む精神領域

では49.3％と身体障害など他の領域よりも低く4），

どのように職場環境を調整し，職場定着を図るか

が課題となっている．そのような状況の中で，東

京慈恵会医科大学附属病院（以下当院）では

2016年から各対象者に合った就労をサポートす

る独自の体制を構築している．この連携では，職

能評価が不十分である点，職場への小まめな支援

が困難である点などが課題であった．

今回，当院の就労支援システムを経て，当院の
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事務職に就職した症例を担当する機会を得た．職

場定着を目指し，就労前後を中心とした支援を実

施したため，以下に報告する．

Ⅱ．当院の就労支援システムについて

当院の就労支援システムは，人材派遣会社と連

携を図り，就労を希望する患者の支援を行ってい

る（Fig. 1）．就労を希望する場合，患者はリハビ

リテーション科医師の診察と療法士による就労に

関する評価を受ける．評価項目は，高次脳機能評

価や模擬環境を用いた職能評価に加え，仕事に対

する意欲や生活状況などの評価を実施する．院内

カンファレンスにて人材派遣会社への紹介が決定

となれば，人材派遣会社に情報提供を行う．その

後，人材派遣会社の紹介により派遣先での試用雇

用が開始となり，派遣先で転籍となれば就職が決

定する．

Ⅲ．症　例　提　示

今回，当院に就職した高次脳機能障害の症例に

対する支援を通して，職場定着に必要な要因を考

察した．

症例は，脳室穿破を伴う広範な被殻出血発症後

に右片麻痺と失語症を呈した元体育教師の50代

女性（右利き）である．経過はX年に脳出血を発

症し，X+6 ヵ月で自宅退院となり，その後，業務

内容を変更し復職を試みるも定着できず退職に至

る．X+1年に上肢麻痺の治療目的で当院に紹介受

診し，作業療法（以下OT）・言語聴覚療法（以下

ST）が開始となった．OTの就労支援では，パソ

コンスキルを獲得したことから人材派遣会社と連

携し，デスクワークの仕事に派遣先が決定した．

当初は派遣社員として勤め，その後契約社員とな

り約3年間従事した．業務内容はパソコンの入力

作業を中心に行っていたが，通勤時間の問題と業

務内容の負担もあり症例が転職を希望した．

X+10年，当院事務員（障害者枠）への就職を希

望し，内定した．そこで，OTにて詳細な職能評

価の充実を図るためにワークサンプル幕張版

（Makuhari Work Sample：以下MWS）を用い，ま

た指導係を含む職場の環境調整を開始した．今回

の報告にあたり本人より了承を得ている．

１．OT評価

症例の評価結果を国際生活機能分類により分類

した．心身機能及び身体構造の視点では，右片麻

痺（Brunnstrom Recovery StageⅢ-Ⅲ-Ⅲ）を呈し

ており，書字やパソコン操作などは左手にて行い，

利き手交換がなされていた．高次脳機能は，軽度

流暢性失語による理解面の低下があり，自分の

言っている誤りに気付きにくく，錯話がみられた．

活動及び参加の視点では，日常生活動作（以下

ADL）は自立しており，Lawtonの IADL尺度は8

点であり，T字杖歩行にて前職の通勤時間である

約1時間半程度の公共交通機関の利用も可能で

あったが，電話通話では，生活での使用にて内容

を聞き間違える場面がみられた．MWSでは，失

語症による影響がみられた（Fig. 2）．「ファイル

整理」課題では，指示理解が正確に行えず，ファ

イルを分類する工程を飛ばしたため正答率が

50％（50代平均96.6％）と低下を認めた．また「数

値チェック」課題では，正答率は94％と年齢平

均（92.8％）と同等であったが，見直し作業に時

Fig. 1. Our employment support system
This system cooperates with temporary staffing company to support employment.
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間を要し，作業時間が26分48秒と年齢平均（3

分40秒）を大きく上回った．さらに，「作業日報

集計」課題では，作業工程が多いため，一度で指

示を理解できず，確認作業に時間を要したため，

作業時間が90分3秒と年齢平均（37分11秒）を

上回る結果であった．個人因子の視点では，前職

のデスクワークでは，苦手としている数字を用い

たパソコンの入力作業を行っていた．環境因子の

視点では，症例は身体障害者手帳1級に認定され

ており，公共サービスの割引などを活用しながら

独居で生活を送っていた．また，就労受け入れ側

の環境は，配属部署は高次脳機能障害者の雇用経

験はない状況であった． 
２．評価のまとめと課題

症例は仕事に対する意欲が高く，生活も自立し

ていた．職能面では，数字の処理には時間を要す

こと，複雑な作業は工程を区分し端的に伝え，指

示内容の確認が必要であった．環境面では，配属

部署では高次脳機能障害者の雇用経験がなく，障

害への周囲の理解を深め，指導係へ具体的な障害

の特性と対応方法を伝える環境調整が必要であっ

た．

Ⅳ．ＯＴによる職能支援

１．就労前の情報共有

就労前に配属部署担当指導係との情報共有を試

みた．主な内容は，①職能評価の共有，②高次脳

機能障害についての一般的な症状と対応策の提

示，③指導係が想定している業務内容の確認を

行った．①については，MWSの評価結果をもと

に，指示理解が正確に行えていれば精度の高い作

業が可能である点を確認した．②については，指

導係より「どのような障害なのか分からない」と

の意見が聞かれたため，「話す」だけではなく，「聞

く」「読む」「書く」ことも苦手になる点や，内容

は短くゆっくりと伝えるよう失語症の理解を深め

てもらった．また③に関しては，OTが現場に出

向いて指導係が想定している業務の内容を確認し

た．業務内容は，電子カルテ上で文章の不備を確

認する作業であり，作業速度ではなく，正確性が

求められる内容であった．現場で得られた情報を

もとに就労前にMWSで最も仕事内容に近い「検

索修正」課題を用い模擬練習を行った．

２．就労後のフォローアップ

就労後もOTが定期的にフォローアップを実施

した。症例との面談では，文章の確認で見落とし

Fig. 2. Results for simple version of the Makuhari Work Sample
This graph compares the results of Makuhari work sample simplified version between cases and those over the age of 50. The bar 
graph shows the percentage of correct answers. Vertical axis represents percentage and horizontal axis represents work sample name. 
Shaded bars, the case. Hatched bars, those over the age of 50. The line shows the time required. Vertical axis represents time and the 
horizontal axis represents work sample name. Solid lines, the case. Dotted lines, those over the age of 50.



石川　ほか12

が生じてしまうことが分かった．OTが現場に出

向き対策を検討し，定規を用いて確認している場

所を明確にする方法を提示した．また，指導係や

職場上司とも定期的に現場の状況について意見交

換を行った．指導係からは，「一度言ったことが

伝わらず，何度も修正が必要」とあり，名前を呼

んだり肩をたたいたりして注意を指導係に向ける

ように促し，その後ゆっくりと短い情報量で指示

を出すように助言した．同じ質問が繰り返し出る

ときはメモに残し，指示内容の復唱をしてもらう

ことで確認を行うように提案した．

Ⅴ．就 労 後 の 経 過

症例は見落としに対する対策を実施し，当院で

の勤務を継続している．指導係からは指示の出し

方を変更することで「少しずつ仕事はできるよう

になってきている」「次のステップに進めたいが

タイミングが分からない」などの前向きな意見が

聞かれた．一方，「業務中に同僚と話すと手が止

まってしまう」との意見も得られ，失語症により

会話と同時に作業をすることが難しい点など，症

状について改めて確認した．また，症例は元々体

育教師であり「人に教えること」に価値を置いて

いることから，後々は仕事を新人職員に教える係

などの業務提案を行った．

Ⅵ．考　　　　　察

今回の症例に対する就労支援を通じて，職場定

着を目指すには，以下の三点が重要であると考え

ている． 
１．詳細な評価の重要性

職場定着を図るためには，企業が求めている人

材と採用した人材の能力の乖離を最小限にするこ

とが求められる．企業側が求める情報には「仕事

の適性（得意・不得意）」が上位に挙がっており5），

その点を踏まえ，職能を中心とした詳細な評価を

行う必要がある．またその際に「どのようにした

らできるか」という視点で情報共有することが重

要となる．症例に関しては，前職に就いた際は，

数字の処理が苦手であるという情報は提供した

が，実際にどのように作業を行えば精度が向上す

るかまでの提示は不十分であった．今回は，その

点を踏まえ，MWSを用いることで実際の事務作

業に即した評価を行うことができた．指示理解の

低下による作業のミスや複雑な工程を含む作業で

の精度の低さについて検査結果をもとに指導係と

情報共有を行うことで，より円滑に業務内容の選

定，職場環境の調整を行うことができた．

また就労支援の評価をする際には，詳細な視点

に加え，包括的な視点も必要となる．なぜなら，「働

く」には職能だけではなく，職業準備性6）が整っ

ているかなど対象者を取り巻く広範な状況の整理

が必要となるためである．その点OTは，生活全

般を見る視点で患者と向き合うため，医学的な症

状と現場で生じる行動を結び付け，環境を調整し

て問題点を解決へ導くことができる．高次脳機能

障害の就労支援では，障害を熟知している医療ス

タッフが支援することの必要性が述べられており3）7），

広い視野を持つOT8）が評価に関わる意義は大き

いと言える．

２．支援体制の重要性

本症例は当院に就職したことにより，頻回な支

援を行うことができた．疾患別リハビリテーショ

ン料算定に基づく定期的なリハビリテーションに

加え，指導係との就労前の情報共有や，就労後に

生じた各諸問題についても，小まめに連携を図り，

迅速な対応を図ることができた．医療機関での就

労支援においては，現場へ出向いての支援は困難

なことが多い8）．職場訪問で疾患別リハビリテー

ション料を算定する場合は，入院患者のみが対象

となる．また，職場訪問への移動時間は算定の除

外となるため，OTが職場に出向く支援は現実的

には難しいのが現状である．

そのため，現場に出向いて就労支援をするには

職場適応援助者（以下ジョブコーチ）制度の利用

が一般的である 9）．しかし，ジョブコーチの利用

数は年々増加しているものの，高次脳機能障害へ

の利用数は，知的障害・精神障害・発達障害と比

べると少なく10），ジョブコーチのスキルにばらつ

きが生じている点が課題として挙がっている．加

えて，関係性が取れていない支援者が職場に入っ

てくることに対するストレスを訴える報告もみら

れている10）．今回の場合，リハビリテーションの

担当OTが就労支援も行うので，関わりはスムー
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ズであり，症状や個人因子など多岐にわたる情報

を持っていることで，症例に合った助言を行うこ

とができた．

また，現場の指導係と連絡を取り，問題が生じ

た際必要に応じてOTが出向き，迅速に対応する

ことができた．高次脳機能障害の場合，問題が生

じた場面での振り返りが自己認識を高めるため11），

現場で自己を振り返る機会を得ることは当事者に

とって非常に有効であった．高次脳機能障害の特

性上，就労してから自己理解が歪み，トラブルに

陥る場合も少なくない 12）．そのため，就労後も継

続的な見守りと必要に応じて正しく現状を理解で

きるように支援する体制づくりが必要である．

３．指導係に対するサポート体制の重要性

高次脳機能障害は，2001年から実施された「高

次脳機能障害支援モデル事業」をきっかけに社会

制度が整備され，世の中への啓蒙も進んできてい

る3）．しかし，一般企業を対象とした調査では，

高次脳機能障害の症状を知っていると回答した企

業は19.7％という報告もあり 13），依然として認知

度が低い状況である．

近年では，障害者雇用が促進され，雇用後の管

理を現場が任されている現状も挙がっている14）．

そこで懸念されるのが，指導係の負担である4）15）． 
「目に見えない障害」を理解し，周囲への働きか

けを行いながら職場環境を構築するのは困難であ

ると推測される．職場定着を目指すには，「周囲

の理解」「周囲との人間関係」の重要性が報告さ

れているが16），その点のサポートこそ，我々専門

職の担う分野である 17）18）．最も対象者に近い存在

である指導係に対し，障害理解や対処法などの知

識提供はもちろんのこと，気軽に質問ができる体

制の提供が不可欠である．今回は，指導係や職場

上司を巻き込み，障害特性の説明や具体的な助言

を頻回に行った．指導係からも「これは症状によ

るものか」「疾患の特徴からみて仕事量は適切な

のか」という問い合わせもみられ，気軽に疑問を

解決する体制を整えることができた．今後もナ

チュラルサポートの形成19）20）を心がけながら指

導係を中心とした職場環境づくりの手助けを行う

ことで，職場定着につながると考える．

Ⅶ．結　　　　　語

今回は当院に就職した障害者に対する就労支援

であったが，この経験から，今後は「雇用の支援」

のみならず，人材派遣会社へ紹介する前の「現場

実習の場」として，院内の環境を用いた支援体制

の構築を検討していきたい．

本論文は，第28回職業リハビリテーション研

究・実践発表会で報告したものに加筆修正したも

のである．
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